
(1) 成長資金： LP出資者の構成 （日米比較）

○ 米国では大学・財団エンダウメント、年金がLP出資者の６５％以上を占める。

○ 日本では事業会社、金融機関が９割以上を占めており、機関投資家の割合はごくわずか。
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Yale大 Stanford大 Harvard大 Princeton大 Oxford大
ﾘﾀｰﾝ目標 6.9% + HEPI 7.6%+HEPI+諸経費 （明記無し） 支出目標＋HEPI 5% + CPI

運用資産 3.4兆円（2020年） 3.3兆円（2020年） 4.6兆円（2020年） 2.9兆円（2020年） 0.6兆円（2019年）

年間収益率 9.9%（過去20年間） 8.1%（過去20年間） 7.3%（2020年度） 9.2%（過去20年間） 9.6%（2009年以降）

資産構成 米国株式 2%
海外株式 12%
未上場株式 18%

VC              24%
絶対収益型 24%
不動産 10%
天然資源 5%
債券・現金 8%

米国株式 6%
海外株式 19%
未上場株式 30%
絶対収益型 21%
不動産 8%
天然資源 6%
債券・現金 10%

上場株式 19%
未上場株式 23%
ﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ 36%
不動産 7%
天然資源 3%
その他実物資産 1%
債券 5%
現金・その他 6%

上場株式 22%
未上場株式 30%
絶対収益型 24%
実物資産 18%
債券・現金 6%

上場株式 53%
未上場株式 23%
不動産 8%
ｸﾚｼﾞｯﾄ 8%
現金・債券 8%

Government of Singapore 
Investment Corporation (GIC)

Alaska Permanent Fund (APF) NZ Superannuation Fund University of Texas

ﾘﾀｰﾝ目標 （明記無し） 5% + CPI NZ90日国債+2.6%+ 1% 5% + HEPI

運用資産 （明記無し） 8.2兆円（2021年2⽉） 3.5兆円（2020年） 4.1兆円（2020年）

年間収益率 4.6%（過去20年） 8.6%（1976-2020年6⽉） 5.9%（2003-2020年） 6.33%（10年間）

資産構成 上場株式 30%
未上場株式 13%
不動産 7%
債券・現金 50%

上場株式 39%
未上場株式 15%
絶対収益型 6%
不動産 7%
私募債券・ｲﾝﾌﾗ等 9%
債券 21%
現金 2%
その他 1%

上場株式 71%
未上場株式 5%
不動産 2%
ｲﾝﾌﾗ 2%
森林 5%
債券 7%
その他 8%

株式 64%
(上場・未上場、ﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ)
実物資産 15%
(不動産、天然資源、ｲﾝﾌﾗ等)

債券等 18%
(債券、ﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ、現金等)

その他 3%

諸外国の機関投資家の投資状況

○ 長期プレミアム獲得と分散投資によるリスク低減の観点から、未上場株式投資を積極的に推進。
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Canada Pension Plan 
Investment Board (CPPIB)

Ontario Teachers
Pension Plan (OTPP)

California Public Employees' 
Retirement System (CalPERS)

ﾘﾀｰﾝ目標 4% + CPI （明記無し） 7% (名目)

運用資産 40.4兆円(2021年) 18.8兆円（2021年1⽉） 43.2兆円(2020年6⽉)

年間収益率 10.8%(2010-2020年) 9.6%（1990-2020年） 8.4%（過去10年間）

資産構成 上場株式 31%
未上場株式 25%
不動産 9%
ｲﾝﾌﾗ 8%
その他実物資産 4%
国債・現金・絶対収益型 10%
その他債券 13%

上場株式 19%
未上場株式 19%
VC 2%
絶対収益型 6%
ｺﾓﾃﾞｨﾃｨ 8%

株式 53%
未上場株式 6%
債券 29%
実物資産 11%
その他 1%

不動産 12%
ｲﾝﾌﾗ 8%
天然資源 4%
債券・現金 16%
その他 6%

Howard Hughes Medical Institute
(HHMI)

Ford Foundation Helmsley Charitable Trust

ﾘﾀｰﾝ目標 ﾘﾌｧﾚﾝｽ・ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ(65:35)以下の
リスクでのリターン最⼤化

（明記無し） （明記無し）

運用資産 2.3兆円（2020年） 1.4兆円（2018年） 0.6兆円（2019年）

年間収益率 （明記無し） 6.6%（過去5年） （明記無し）

資産構成 上場株式
未上場株式
VC
ﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ
ﾘｱﾙｱｾｯﾄ
債券・現金
その他

上場株式 1%
未上場株式 26%
ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ 59%
債券 5%
その他 9%

上場株式 16%
未上場株式 29%
私募債券 8%
ﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ 12%
債券 12%
その他 25%

諸外国の機関投資家の投資状況

※ Yale, Stanford, Princetonの資産構成は基本ポートフォリオ。その他は実際の資産構成。
※ 資産構成は四捨五入のため合計値が100%にならない場合がある。
※ 各機関の財務ﾚﾎﾟｰﾄ、ｳｪﾌﾞｻｲﾄ、税務署類等より。＄1=¥110 、£1＝￥150、1CAD=¥85として計算。年間収益率は名目値。 22



(2) VCの質・量： 米国VCの実績

○ 「成長スタートアップの量産 ＝ VCの質・量の充実」

○ 米国ではグローバルに成長するスタートアップを輩出するVCが相当数存在。

○ 我が国VCは質・量ともに向上しているものの、グローバル市場で活躍するスタートアップを輩出した

経験が圧倒的に少ない/分野の専門性が不十分との指摘。
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米国VCによるユニコーン輩出例

米国 日本

VC総額 ３５兆円 ０.８兆円

ﾁｹｯﾄ・ｻｲｽﾞ※

ｱｰﾘｰ
ｼｰﾄﾞ

１３億円
１億円

１億円
６千万円

ﾌｧﾝﾄﾞ規模

Sequoia:
7,700億円/Fund
Khosla:
1,100億円/Later
440億円/Seed
Accel:
2,000億円/Later
700億円/Early

ｼﾞｬﾌｺ：
800億円/Fund
ｸﾞﾛｰﾋﾞｽ：
400億円/Fund
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌﾞﾚｲﾝ：
200億円/Fund

業務 投資＋ハンズオン
投資

（一部ハンズオンも）

給与体系 業績連動
独立系： 業績連動
その他： 固定

ﾌｧﾝﾄﾞ評価 公正価値評価 簿価評価許容

Sequoia Capital

Accel

日米比較

※ ﾁｹｯﾄ・ｻｲｽﾞ：一件当たりの投資額



(2) VCの質・量： 海外VCの拠点の有無

○ 我が国スタートアップのグローバルマーケット進出のためには、グローバルVCのノウハウ・ネット

ワーク活用が最も効果的な手段。

○ 他方で、日本には海外トップVCの投資拠点がなく、こうしたVCから国内スタートアップが投資を受け

るのは困難。
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海外トップVCの拠点

※ 経済産業省 産業構造審議会 新機軸部会（2022.2.16）より



(2) VCの質・量： 各国のVC政策

○ VCマーケット発展を目指す諸外国では、海外VC呼び込み施策を実施（海外VCへのLP出資）。

○ 他方、日本では同目的の施策は未実施。
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海外事例

LP出資

VC投資

【期待される効果】

○ 国内スタートアップの育成、グローバル展開

○ 国内キャピタリストの育成

⇒ VCマーケットの発展

プログラム

イスラエル Yozma

韓国 Foreign VC Investment Fund

英国
UK Innovation Investment Fund 
(UKIIF)

カナダ Venture Capital Action Plan

シンガポール Early-Stage Venture Fund (ESVF)

台湾
Business Angel Investment 
Program

日本
―

（海外VCへのLP出資による海外VCからの
投資拡大施策は未実施）

各国の状況

公的資金

海外
VC

国内ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ

※ｲｽﾗｴﾙでは海外VCを
国内に誘致

※韓国では海外ﾌｧﾝﾄﾞに
出資し、海外VCから約
2倍の投資を誘引



(2) VCの質・量： イスラエル事例

○ イスラエルでは、VCマーケット拡大のため、海外VCへのLP出資プログラムを実施（Yozmaプログラ

ム。1993-1998年）。

○ その結果、現在、政府資金は研究開発※、シード創出・展開支援に集中投下され、それをVCマー

ケットが汲み取るモデルを確立。（政府からのLP出資、政府のみによるVC投資は行っていない）

※ イスラエルの研究開発投資割合（対GDP）は世界一（OECD統計2019年実績）。
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Yozmaプログラム概要

※ 図表は経済産業省 産業構造審議会 新機軸部会（2022.2.16）より



(2) VCの質・量： 韓国事例

○ 韓国では、2005年よりVCマーケットの発展に本格的に着手し、2013年から海外VCへのLP出資プロ

グラムを開始（Foreign VC Investment Fund: FVCIF）。

○ 同プログラムではLP出資以上の額をグローバル展開を志向する韓国スタートアップに投資すること

を要件化。海外VCによる約４０のファンドに対し350億円程度をLP出資し、同ファンドより韓国スタート

アップが600億円以上のVC投資を受けている（2021年9月時点）。

○ 韓国政府は現在、Yozmaと連携し、「イスラエル・モデル」によるVCマーケット発展を志向。

※ 韓国の研究開発投資割合（対GDP）は世界第2位（ OECD統計2019年実績）。

27
※ 図は経済産業省 産業構造審議会 新機軸部会（2022.2.16）より

FVCIFプログラム概要



(2) VCの質・量： 各国の公的投資機関の海外拠点

○ 海外VC呼び込み施策の成功の鍵はトップVCへのアクセス。

○ 各国の公的投資機関はシリコンバレー、ロンドン、シンガポールにオフィスを設けて、トップVCとのネ
ットワークを構築。

○ 一方、日本の官民ファンドの海外拠点機能は極めて限定的。
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法人名 海外オフィス

シンガポール Temasek
サンフランシスコ、ニューヨーク、ワシントンDC、ロ
ンドン、ブリュッセル、北京、シンセン、上海、ムン
バイ、ハノイ、ブラジル、メキシコ、

UAE Mubadala Capital Ventures シリコンバレー、ロンドン

フランス BPI France
シリコンバレー、ニューヨーク、シンガポール、ブ
リュッセル、ドバイ、ドイツ、メキシコ、モロッコ、ナイ
ロビ、セネガル、コートジボアール

韓国
Korea Venture Investment 
Corporation

シリコンバレー、シンガポール、香港

日本 産業革新投資機構（JIC） 無し

日本 中小企業基盤整備機構 無し

日本 クールジャパン機構 無し

各国の公的投資機関の海外オフィス



(3) 起業家： 日本版QSBS

○ 米国では、①長期的リスクへの対価、②起業家からエンジェル投資家へのサイクル加速等のため、

起業家・従業員が自社株式を現金化（売却）する際、＄１０M（約10億円）まで非課税。

○ 米国以外の国でも同様の税制優遇措置は導入されてるものの、日本では未導入。
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米国の税制優遇装置

起業家・従業員
エンジェル投資家

自社株式・売却

現金化
ｷｬﾋﾟﾀﾙ・ｹﾞｲﾝ

ｾｶﾝﾀﾞﾘｰ・ﾏｰｹｯﾄ

買い手

① 起業家・従業員の自社株によるｷｬﾋﾟﾀﾙ・ｹﾞｲﾝは
$10M（約10億円）まで非課税（年間）

② スタートアップへの再投資については課税繰り越し
（上限なし）

※ 総資産が$50M（約55億円）未満の未上場ﾃｯｸ系ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが対象

※ 5年以上の株式保有が売り手側の要件

※ VC会社による投資は対象外

※ ｴﾝｼﾞｪﾙ投資家にも税制優遇措置あり

キャピタル・ｹﾞｲﾝ優遇の有無

シンガポール
○

（非課税）

香港
○

（非課税）

米国
○

（$10M/年まで非課税）

英国
○

（£1M/生涯まで非課税）

ベルギー ○

アイルランド ○

日本
×

（20%課税）

起業家への税制優遇



(3) 起業家： 個人によるスタートアップ投資へのインセンティブ

○ エンジェル投資は、創業期間もないシード期・アーリー期の資金調達を支え、成功経験のある投資

家がスタートアップ創業者にメンタリングやネットワーク等を提供する観点から重要。

〇 我が国ではスタートアップへの直接投資を主軸にしたエンジェル税制※は存在するが、個人による

VCファンド等への投資に対する税制優遇措置は未導入。 ※適格企業としての確認申請が必須
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我が国のエンジェル税制

優遇の有無

英国
○

【Venture Capital Trust Program】

フランス
○

【ＦＣＰＩ（fonds communs de placement 
dans l’innovation）】

ベルギー
○

【Start-up Fund】

日本

×
（民法組合・投資事業有限責任組合経由

による特定新規中小企業者への投資の際の
優遇はあり）

個人によるVCファンド等投資への税制優遇

※対象株式の売却時に生じた損失についても別途優遇措置あり。



(3) 起業家： 諸外国の起業家・エンジェル税制優遇①
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趣旨・目的 起業家 エンジェル投資家

シンガポール

税率を企業と個人の両方にとっ
て競争力のあるよう維持

※ 2000年以降はイノベーションと起
業家精神の促進、外国人と才能と投
資を引き付けを重視

キャピタル・ゲイン税は存在しない

２年間で投資額の50％までの税
控除。ただし、SGD500Kが上限。
※ 2020年3月に廃止

香港

香港で事業等を営む企業、個人
は香港で発生する等のすべて
の利益（資本資産の売却から生
じる利益を除く）に対して課税

キャピタル・ゲイン税は存在しない

米国
Small businessへの投資を拡大、
リスクを取る起業家への報償

〇QSBS※１の売却によって得た利益の最大100％※２のキャピタ
ル・ゲイン税控除（上限＄10Ｍ等。QSBSの5年以上保有が条件）。

〇QSBSの売却によって得た利益をスタートアップに再投資する場
合、課税の繰り延べが可能（上限なし）。

※１ Qualified Small Business Stock：
以下の要件を満たす企業が発行する株式
➀米国のC法人
②総資産が＄50Ｍ以下
③ホテル・農場、鉱業会社、レストラン、金融機関、建築、法律、工学に

関連する事業を行っていない法人
④発行者により直接発行されたもの

※２ 1993年（クリントン政権）、50％キャピタルゲイン税控除を盛り込んだIRC 
1202条が制定。オバマ政権の税制改革で、控除割合が75%(2009年)、
100％(2010年)と漸進的に拡大。バイデン政権下では、100％の控除割合
を元の50％に戻す案を審議中。



(3) 起業家： 諸外国の起業家・エンジェル税制優遇②
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趣旨・目的 起業家 エンジェル投資家

英国

長期的な投資と
起業家精神の促
進等

※起業家への税優
遇はビジネスで成
功し、革新するた
めのインセンティブ
の保護が目的

適格資産を売却した際の利
益のキャピタル・ゲイン税率を
10％に軽減（通常は20%※１）。
生涯上限は£１Ｍ※２。

※１ ￡50,270以上の収入の場合

※２ 生涯上限は£1Ｍ（2008年）
から£10Ｍ（2011年）に段階的
引き上げ、その後、2020年より
£１Ｍに引き下げ。

※３ 2年以上の株式保有が条件。

〇EISプログラム※１

・スタートアップへの投資額の30％を所得税から
控除。年間投資額の上限￡1M等。

・VCT株式売却のキャピタル・ゲイン税の免除。

〇SEISプログラム※２

・スタートアップ（シード段階）への投資額の50％を
所得税から控除。年間投資額の上限£100K。

・VCT株式売却のキャピタル・ゲイン税の免除。

〇VCTプログラム※３

・ファンドへの投資額の30％を所得税から控除。
年間投資額の上限£200K。5年以上の保有が条
件。

・配当について所得税免除。

〇再投資プログラム
株式売却による収益をSEIS株式に再投資した

場合、再投資額50％分のキャピタル・ゲイン課税
優遇を受けることが可能（上限£5万）。

※１ Enterprise Investment Scheme
※２ Seed Enterprise Investment Scheme
※３ Venture Capital Trust



(3) 起業家： 諸外国の起業家・エンジェル税制優遇③
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趣旨・目的 起業家 エンジェル投資家

ベルギー

新事業や新たな雇用
の創出、社会保障の
維持、個人の貯蓄の
成長資金への活用

キャピタル・ゲイン課税なし（※職業上の収入と見なされる場合のみ課税）

〇クラウドファンディング（Spreds）による個
別企業への投資又はポートフォリオ投資：
投資額の45％を所得税控除。

〇個別企業への直接投資：投資額の45％
を所得税控除。

〇スタートアップ・ファンドへの投資：投資額
の30％を所得税控除。

※１ いずれも€10Kが上限。４年以降の株式保有
が条件。

※２ 企業の規模等で控除率が変化。上記控除率
は、創業４年以内、従業員が10名以下等の場
合。

アイルランド

個人のスタートアップ
企業に対するエクイ
ティ・ファイナンスの奨
励等

適格資産を売却した際の利
益のキャピタル・ゲイン税率を
10％に軽減（通常は33％）。
生涯上限は€1Ｍ。

※ 売却前５年間のうち3年間連続
で株式を保有していること等が
条件。

投資額の最大40％【投資が行われた年に
最大30％、４年後に最大10％】が所得税か
ら控除。€15万/年が上限（2020年まで）※
（注１、注２）

※１ 従業員10名、年間売上€2Ｍの未上場の
Micro enterprise又は従業員50名、年間売上€10
Ｍの未上場のSmall Enterpriseが対象。

※２ スタートアップ企業の本制度を活用したリスク
ファイナンスの上限は€15Ｍ。



(3) 起業家： ストックオプション税制

○ ストックオプションは、従業員等のインセンティブを高める制度として活用。

○ 我が国の制度では、権利行使価格の年間合計額の上限が1,200万円となっているが、これについて

「上限額が低すぎて国際的な人材獲得競争に負ける。上限額を100倍にすべき」との指摘あり。
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ストックオプション税制

〇通常、（１）権利行使時（権利行使価額で株式を購

入した際の未実現利益）及び（２）その株式売却時

（売却価額と購入価額の差額による譲渡益）に所得

税が課税。

〇ただし、税制適格要件※を満たせば、（１）の時点で

は非課税（課税の繰り延べ）。

〇2019年の税制改正では従来の取締役・従業員から、

スタートアップの成長に貢献する社外の高度人材に

まで対象を拡大。

※税制適格要件（租税特別措置法第29条の2より抜粋）

一 当該新株予約権の行使は、当該新株予約権に係る付与決議の日後二年
を経過した日から当該付与決議の日後十年を経過する日までの間に行
わなければならないこと。

二 当該新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間の合計額が、千二百
万円を超えないこと。

三 当該新株予約権の行使に係る一株当たりの権利行使価額は、当該新株
予約権に係る契約を締結した株式会社の株式の当該契約の締結の時に
おける一株当たりの価額に相当する金額以上であること。

ストックオプション税制のイメージ図



(3) 起業家： セカンダリー・マーケット

○ 米国では、ユニコーン企業等の未上場状態の長期化に伴い、非上場段階での流動性（株式の現金

化）の需要が高まり、セカンダリー・マーケットを対象としたオンライン・プラットフォームが急速に成長。

○ 米国制度は一定の要件を満たすプロ投資家のみが参画できる市場となっているが、日本では同様

の制度が存在しない。
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米国のオンライン・プラットフォーム

投資対象スタートアップ
・未上場スタートアップ

※税制優遇措置との関連で、テック系スタートアップが
主な対象

投資家要件
Regulation Dを満たす投資家
・資産約１億円（100万ﾄﾞﾙ）以上
・年間所得約３千万円（30万ﾄﾞﾙ）以上
・投資に関する専門経験

オンライン・プラットフォーム（累積取引額）
・Second Market：約４.４兆円（400億ﾄﾞﾙ）
・Forge Global： 約１.４兆円（120億ﾄﾞﾙ）
・Carta：約1.1兆円（100億ドル） Jan-Erik Asplund, “The Privately-Traded Company” (2020)

時価
総額

100億円

1,000億円

1兆円

10兆円

ｼｰﾄﾞ～
ｼﾘｰｽﾞA

ｼﾘｰｽﾞB
～

上場
（IPO）

• 株主少数
• 人材流動性少
• 安定価格
• 現金化ﾆｰｽﾞ少

• 株主多数
• 人材流動性高
• 急速な価格上場
• 高い現金化ﾆｰｽﾞ
• 低い流動性
→ﾏｰｹｯﾄのﾆｰｽﾞ

• 株主多数
• 人材流動性高
• 価格安定
• 高い流動性

マーケット・ニーズの仕組み

※ Second Marketは2013-2021年、Forge Globalは014-2021年、Cartaは2019-2021年の累積額。各社HPより。



セカンダリー・マーケット事例 （Forge Global）
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※ Forge Global



(3) 起業家： メンター、アクセラレータによるサポートの強化

○ 起業を志す若者が、メンターやアクセラレータからの支援を受けられる環境は決定的に重要。

○ 日本にはメンターやアクセラレータが圧倒的に不足していることから、内閣府では、海外のトップアク

セラレータの呼び込み及び国内スタートアップの海外展開促進のための支援を開始。
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グローバル・アクセラレーション・プログラム

概要

目的：スタートアップのグローバル市場参入や海外投資
家・企業からの投資の呼び込みの促進

内容：海外トップアクセラレータの支援を得て、国内ス
タートアップの事業戦略策定や国際的な専門家との
マッチング等を実施

※４年度以降のアクセラレータ選定にあたっては、日本進出意向も考慮
して選定、海外トップアクセラレータの呼び込みや定着にも貢献

実績
2020年度：

・参加国内スタートアップ：49社
・海外アクセラレータ：2社（Techstars, WiL）

2021年度：
・参加国内スタートアップ：109社
・海外アクセラレータ：6社（WiL, Plug and Play, 

Techstars, Alchemist Accelerator, CIC,
Berkeley SkyDeck)

• 約50％の企業が１年間で調達額増加
• 参加企業49社の調達額は1年間で

合計77億円増加（1.7倍）

アクセラレーション・プログラム前後の資金調達額の変化
（2020年度参加企業49社の合計）

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ前 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ後



(3) 起業家： 経営人材の確保
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○ スタートアップには、成長段階に応じた多種多様な人材が必要。

〇 スタートアップの成長を支える人材を供給するため、大企業の優秀な人材がスタートアップでも活躍

できるよう、大企業・スタートアップ間の人材流動性を高めることが重要。

大企業等人材のスタートアップへの供給に関する施策

出向企業等による新規事業創造の実践

大企業等の人材が、出向の形で、自ら起業する場合（出
向企業）の事業費への補助や、案件開拓・広報等の支援。

中小企業・ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟへの兼業副業・出向等支援補助金

大企業等に所属する人材が、副業・出向等により中小企
業・スタートアップへ経営参画する場合の費用支援。

※経済産業省資料より
※経済産業省 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会資料より



(3) 起業家： 外国人起業家の在留資格

○ グローバルに展開するメガ・スタートアップの創出には、優れた外国人起業家を呼び込むことが必須。

○ 日本では地方公共団体から起業支援を受ける外国人起業家に対して在留資格を認める制度（ス

タートアップビザ）を実施している一方、主要国ではVC、インキュベータ、アクセラレータ等からの投資・

採択を受けることをビザの要件としている。
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スタートアップビザ制度 諸外国の制度

要件： 創業活動計画書の地方公共団体からの認定
※ 在留資格は「特定活動（起業準備活動）」）

期間： 最長１年間

申請： 郵送＋窓口

手続きフロー：
・地方公共団体
管理・支援のプログラムの作成及び実施、外国人の選定

・経済産業省
地方公共団体が作成した管理・支援のプログラムの認定

・地方出入国在留管理局
在留資格「特定活動」の審査、許否の決定等

在留資格「特定活動」
（６月） （６月）

「経営・管理」

地方公共団体による管理・支援の下で行う起業のための活動

６月以内に起業する確実
な見込みがあること。
(特区と同程度)

１年以内に起業する見込み
があること。

措置（ポイント）

英国

要件：認定機関（高等教育機関、起業家を支援する
機関（エンジェル/インキュベータ等））による承認

期間：２年、イノベータビザへの切り替えあり

申請：オンライン

フランス

要件：①仏最低賃金以上の財力又は年間給与
②以下の認定機関うちどれかに該当
・パートナーインキュベーター等へのアドミッション
・テック・キャピタルの支援を受けれているインキュ

ベータ又はアクセラレータへのアドミッション
・研究機関や企業等からの支援の取り付け

期間：４年、更新あり

申請：オンライン＋大使館等

カナダ

要件：①一定のビジネス経験
②指定機関（VCファンド、エンジェル投資家、

インキュベータ）からの支援取り付け
③語学力、④生活資金の有無

期間：１．５年、

申請：郵送＋政府窓口

スタートアップビザの変更イメージ

※経済産業省資料より
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